
地方独立行政法人 東京都立産業技術研究センター 第二期中期目標(案)の構成とポイント

Ⅱ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

Ⅰ 中期目標の期間
… 平成２３年４月１日～平成２８年３月３１日までの５年間

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

１ 組織体制及び運営
(1) 機動性の高い組織体制の確保
(2) 適正な組織運営

… 事業ごとの投入資源と事業効果の検証により質の高いサービス提供を継続できる組織運営
(3) 職員の確保・育成

… 中長期的視点に立った優秀な職員の確保・育成
(4) 情報システム化の推進

… 情報システム化による技術支援事業等の効率的執行、利用者サービス向上

２ 業務運営の効率化と経費節減
(1) 業務改革の推進
(2) 財政運営の効率化

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項

１ 資産の適正な管理運用
２ 剰余金の適切な活用

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項

１ 危機管理対策の推進
… 情報セキュリティ、安全管理、震災・新興感染症対応、緊急事態への対処

２ 社会的責任
(1) 情報公開

… 経営情報の公開 情報開示請求への適正な対応
(2) 環境への配慮

… 環境負荷の低減や環境改善に配慮した業務運営
(3) 法人倫理

１ 中小企業の製品・技術開発、新事業展開を支える技術支援
(1) 技術的課題の解決のための支援
ア 技術相談

… 相談体制の充実 サービス産業分野に関する技術相談への対応
イ 依頼試験

… 高度な技術課題の解決やオーダーメードの試験ニーズへの対応

(2) 製品開発、品質評価のための支援
ア 機器利用サービスの提供

… 中小企業ニーズの高い機器の計画的整備と職員の知識を活かした支援
イ 高付加価値製品の開発支援

… 高付加価値製品の企画・設計・試作や超微細成形加工など高度な製品開発への支援
ウ 製品の品質評価支援

… 製品の品質評価に関する高精度の実証試験や製品トラブルの原因究明への支援

(3) 新事業展開、新分野開拓のための支援
ア 技術経営への支援

… 知的財産戦略など中小企業の技術経営の促進 産技研の保有特許の使用許諾促進
イ 国際規格対応への支援

… 輸出国等の規格に適合した製品開発支援
ウ 技術審査への貢献

… 東京都や他の自治体等が行う中小企業への助成等に伴う技術審査への積極的関与

２ 中小企業の製品・技術開発、新事業展開を支える連携の推進
(1) 産学公連携による支援

… 中小企業と大学・研究機関または企業同士の連携の推進

(2) 行政及び他の支援機関との連携による支援
… 区市町村や首都圏の公設試験研究機関及び経営支援機関との連携による支援

３ 東京の産業発展と成長を支える研究開発の推進
(1) 基盤研究

… 中小企業の技術ニーズを踏まえた、新製品・新サービス開発等に必要なシーズの蓄積、
今後発展見込みの技術分野の強化、都市課題の解決や都民生活の向上に資する研究

(2) 共同研究
… 基盤研究の成果の実用化に向けた中小企業や大学等との共同研究

(3) 外部資金導入研究・調査
… 中小企業ニーズや社会的ニーズに応える外部資金導入研究・調査の計画的実施

(4) 都市課題解決に資する研究開発
… 首都大学東京との連携による都市課題の解決に寄与する共同研究

４ 東京の産業を支える産業人材の育成
(1)技術者の育成

… 実習型の技術セミナー、サービス業等への取組の推進、実践的なオーダーメードセミナー

(2) 関係機関との連携による人材育成
… 職業能力開発センター、都中小企業振興公社、首都大学東京等と連携した人材育成

５ 情報発信・情報提供の推進
(1) 情報発信

… 研究発表会、展示会等への参加、地域経済団体との連携等を通じた研究成果の普及や事業ＰＲ

(2) 情報提供
… インターネットや刊行物による、研究成果や保有技術情報等の中小企業への提供

※赤字は、第二期中期目標において新設・拡充した事項

資 料 ４


